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 電気通信事業法施行規則等の一部改正に関し、別紙のとおり再意見を提出します。



別紙 

 

 このたびは、電気通信事業法施行規則等の一部改正に関する再意見募集に関し、意見提出の機会を設けて頂いたことにつきまして、御礼申し上げます。 

 以下のとおり弊社共の意見を述べさせて頂きますので、宜しくお取り計らいの程、お願い申し上げます。 

 

対象項目 他社意見 意見 

総論 【NTT 東日本殿意見】(P1) 

今回の告示・省令改正案は、平成２０年３月２７日付け情報通

信審議会答申「次世代ネットワークに係る接続ルールの在り

方について」（情審通第５３号。以下「答申」という。）に基づき、

我が国では、世界で最もオープン化が進展し、諸外国と比べ

ても最も低廉な光インターネット料金が実現されているにもか

かわらず、ＮＧＮやひかり電話網の指定設備化、ＩＰ－ＩＰ接続

機能やイーサネット接続機能等の新たなアンバンドル義務の

設定等、電話時代の発想に基づく規制強化の内容となってお

ります。 

 

【NTT 西日本殿意見】(P1) 

情報通信審議会答申「次世代ネットワークに係る接続ルール

の在り方について」において示された内容は、全体として、一

部の他事業者の漠然とした想定や懸念に基づく意見が採用さ

れており、当社の次世代ネットワークに対して、新たなアンバ

ンドル義務を課そうとする等、規制強化色が極めて濃いものと

【意見】 

 今回の告示・省令改正案は、平成 20 年 3 月 27 日付け情報通信審議

会答申「次世代ネットワークに係る接続ルールの在り方について」（以

下、「答申」という。）に基づき、NTT 東西における次世代ネットワーク

（以下、「NTT-NGN」という。）等に対して、支配的事業者に対する規制

は公正競争環境確保のために必要等との観点から設けられている既

存のルールを適用するためのものであり、規制強化には該当しないと

考えます。 
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対象項目 他社意見 意見 

なっています。 

総論 【NTT 西日本殿意見】(P1) 

当社の次世代ネットワークに対して、従来と同様の「造るより

借りた方が得」になるようなオープン化規制を課すのではなく、

各事業者に自由に事業展開を行わせるべきであり、万一それ

によって問題が生じたとしても、事後的に問題を解決する姿勢

に徹することで、ＩＰブロードバンドサービス市場のダイナミック

な発展を促し、健全な競争を促進すべきと考えます。 

【意見】 

実際問題として、NTT 東西は光サービス市場で既に独占的地位を築

いています。このような状況を看過して事後規制に移行することは、市

場での競争促進を放棄し、取り返しのつかない状況に陥れるものであ

ることから、公正な競争を促進するためにも、依然市場において支配

的な立場にある NTT 東西に対し、引き続き事前規制を課すことが不可

欠であると考えます。 

第一種指定電気通信設備

の指定範囲：総合 

 

【NTT 東日本殿意見】(P2) 

当社のＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網等のＩＰ通信網につ

いては、以下の観点から、指定電気通信設備の対象から除外

すべきであると考えます。 

（１）世界的に最も徹底したオープン化を図ってきた結果、他事

業者が独自にＩＰ通信網を構築できる環境は十分整っており、

現に他事業者は独自のＩＰ通信網を既に構築していることか

ら、当社のＮＧＮをはじめとするＩＰ通信網にボトルネック性はな

いこと。 

 

【NTT 西日本殿意見】(P2-P3) 

そもそも、既存の地域ＩＰ網自体、以下の観点からボトルネック

性はなく、指定電気通信設備の対象から除外いただく必要が

あると考えますが、当社の次世代ネットワークについても、上

【意見】 

 答申 P12～P14 にもあるとおり、NTT-NGN のアクセス回線が、光ファ

イバ回線のみである状況下では、NTT-NGN の収容ルータに収容され

る FTTH ユーザは、コア網として NTT-NGN 以外の網を選択することが

できない状況であることから、NTT-NGN はボトルネック性を有するアク

セス回線と一体として設置される設備であり、当該設備との接続は、他

の電気通信事業者の事業展開上不可欠であり、また利用者利便の確

保の観点からも不可欠です。よって、NTT-NGN は第一種指定電気通

信設備に指定することが必要と考えます。 

 また、地域 IP 網についても、答申 P16 にあるとおり、NTT 東西の

FTTH ユーザは、地域 IP 網の収容ルータに収容されるとコア網として地

域 IP 網以外の他事業者網を選択することができない上、今後地域 IP

網における FTTH ユーザの増加が想定される中で、地域 IP 網は他事

業者にとっての事業展開上の不可欠性等をより一層高めることが想定
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対象項目 他社意見 意見 

述のとおり、既存の地域ＩＰ網を大容量化・高度化していくもの

に過ぎないため、地域ＩＰ網と同様、指定電気通信設備の対象

とすることは適当でないと考えます。 

されるため、引き続き第一種指定電気通信設備に指定することが必要

と考えます。 

 さらに、ひかり電話網についても、答申 P19 にあるとおり、光ファイバ

回線をアクセス回線としており、前述の NTT-NGN や地域 IP 網と同様

に、NTT 東西の FTTH ユーザは、ひかり電話網の収容ルータに収容さ

れると、コア網としてひかり電話網以外の他事業者網を選択することが

できない上、今後ひかり電話網は、その加入者数の増加等により、他

事業者にとっての事業展開上の不可欠性等をより一層高めると考えら

れることから、第一種指定電気通信設備に指定することが必要と考え

ます。 

第一種指定電気通信設備

の指定範囲：総合 

【NTT 東日本殿意見】(P2) 

当社のＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網等のＩＰ通信網につ

いては、以下の観点から、指定電気通信設備の対象から除外

すべきであると考えます。 

（１）（略） 

（２）競争が進展しているブロードバンド市場において、当社の

ＮＧＮをはじめとするＩＰ通信網だけを規制する理由はないこ

と。 

・ブロードバンド市場では、熾烈な競争が展開されており、ＮＴ

Ｔ東西のシェアは、首都圏では４１％、近畿圏では３８％。ＦＴＴ

Ｈサービスに限っても首都圏では６６％、近畿圏では５６％の

シェアであり、熾烈な競争が展開されております（Ｈ１９．１２末

【意見】 

ADSL と FTTH については、ADSL を利用していた者が一度 FTTH に

移行すると、元のサービスには戻らないという不可逆的性質があること

等を踏まえると、FTTH 市場のシェアに着目すべきです。NTT 東西は同

市場においてシェアを伸ばし続けており、答申においても、「現に FTTH

サービスは、FTTH 市場のシェアが 70％を超える状況の中で新規契約

数では約 80％を占める状況にある」(P16)と、NTT 東西の FTTH サービ

スについてはその独占性が指摘されているところです。 

従って、このようなアクセスと一体とされて構築される、NTT 東西にお

ける NGN、地域 IP 網及びひかり電話網等の IP 通信網については、第

一種指定電気通信設備として指定することが適当と考えます。 
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対象項目 他社意見 意見 

時点）。 

その結果、この５年間でユーザ料金も大幅に低廉化してきて

おり、諸外国と比べても最も低廉な光インターネットの料金と

なっております。（別紙３～６） 

・ひかり電話についても、加入電話と代替的なサービスとされ

る直収電話、０ＡＢ～ＪＩＰ電話、ＣＡＴＶ電話、０５０ＩＰ電話の合

計に占めるＮＴＴ東西のシェアは２２％程度（東西計：Ｈ１９．１２

末時点）、更に、携帯電話だけを所有されているお客様が増加

していることを鑑み、携帯電話も含めたシェアで見れば４％程

度（同上）に過ぎません。 

（３）諸外国においてもＮＧＮを含むＩＰ通信網を規制している例

はないこと。 

第一種指定電気通信設備

の指定範囲：ひかり電話

網 

【NTT 西日本殿意見】(P3) 

ＩＰ電話サービスに用いるルータの市場調達可能性や、他事業

者が当社のＩＰ電話サービスと同様のサービスを提供できるか

否かという点においては、何ら状況が変わっているものではな

いことから、当該ルータは、従来どおり、指定電気通信設備の

対象から除外すべきであり、ひかり電話網のルータを第一種

指定電気通信設備の対象に追加する指定告示改正を行うこと

は適当でないと考えます。 

【意見】 

答申 P18～P19 にもあるとおり、ひかり電話網が第一種指定電気通

信設備の指定対象外とされた 2004 年度当時と比較すると、0AB～JIP

電話市場の位置付けや当該市場における NTT 東西のシェアの状況は

全く異なっており、固定電話事業者や携帯電話事業者が、ひかり電話

網のひかり電話ユーザに対する着信サービスを提供することは、その

事業展開上不可欠であり、またひかり電話網・他事業者網の利用者双

方の利便性確保の観点からも不可欠となっている状況です。また、答

申 P20 にもあるとおり、メディアコンバータや光信号伝送装置（OLT）等

の装置類は、加入光ファイバと一体として設置・機能するものであり、
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対象項目 他社意見 意見 

加入光ファイバのボトルネック性とは無関係に、装置類だけ切り出し

て、その市場調達性や一部事業者における自前設置の実績をもって、

ボトルネック性の有無を判断することは適当ではないこと等を踏まえ、

ひかり電話網は第一種指定電気通信設備として新たに指定することは

適当と考えます。 

第一種指定電気通信設備

の指定範囲：イーサネット

系サービス等のデータ通

信網 

 

【NTT 東日本殿意見】(P3) 

イーサネット系サービス等のデータ通信網については、以下の

観点から、指定電気通信設備の対象から除外すべきであると

考えます。 

【意見】 

答申 P13 において、「今後、高速サービスの需要拡大が想定される

法人市場において、その重要性が一層高まると考えられるイーサネット

サービスについて、NGN では、従来の県域を越えた県間の広域サービ

スを提供することとしていることから、利用の公平性を確保された形で

NGN と接続可能であることが、他事業者にとって事業展開上不可欠で

あり、また公正競争を確保する観点からも必要であること」とあるとお

り、NTT 東西との公正競争担保のために、イーサネット系サービス等の

データ通信網は、第一種指定電気通信設備として指定することが必要

と考えます。 

第一種指定電気通信設備

の指定範囲：局内装置類

及び局内光ファイバ 

【NTT 東日本殿意見】(P3) 

メディアコンバータやＯＬＴ、スプリッタ等の局内装置類や局内

光ファイバについては、以下の観点から、指定電気通信設備

の対象から除外すべきであると考えます。 

 

【NTT 西日本殿意見】(P4) 

局内光ファイバについては、他事業者による自前敷設が可能

【意見】 

 答申 P20 にもあるとおり、メディアコンバータや光信号伝送装置

（OLT）等の装置類は、加入光ファイバと一体として設置・機能するもの

であり、加入光ファイバのボトルネック性とは無関係に、装置類だけ切

り出して、その市場調達性や一部事業者における自前設置の実績をも

って、ボトルネック性の有無を判断することは適当ではないことから、第

一種指定電気通信設備としての指定を継続することが適当と考えま
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対象項目 他社意見 意見 

であり、当社の加入者光ファイバと一体で利用する局内光ファ

イバの場合、その 74％が他事業者による自前敷設となってい

ます（平成18年11月末時点の東西合計値。局内光ファイバ総

数 265 千芯のうち他事業者による自前敷設が 196 千芯）。ま

た、当社の局内光ファイバの指定を直ちに解除しない理由とし

て、「当社ビル内において、当社の局内光ファイバを利用する

場合と他事業者が局内光ファイバを自前敷設する場合とでは

供用開始に至る期間に差異が生じる場合がある」と指摘され

ていますが、他事業者が計画的に所定の手続き・自前工事を

行うことによって、当社が局内光ファイバを敷設する場合と同

等期間で、当該他事業者も局内光ファイバを自前敷設できる

ことから、当該理由を根拠に、指定の解除を見送ることは合理

的でないと考えます。 

イーサネットスイッチについては、１台あたり百万円～数百万

円程度に過ぎず誰でも容易に調達・設置可能である等、参入

機会の均等性が確保されていることから、また、現に、電力系

事業者殿をはじめ多数の事業者が参入し、熾烈なユーザ獲得

競争を繰り広げていることから、ボトルネック性が無いことは明

らかであり、早急に指定電気通信設備の対象から除外してい

ただきたいと考えます。また、メディアコンバータ、光信号伝送

装置（ＯＬＴ）、局内スプリッタ等の装置類についても、同様に、

ボトルネック性がないことは明らかであるため、早急に指定電

す。 
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対象項目 他社意見 意見 

気通信設備の対象から除外していただきたいと考えます。 

第一種指定電気通信設備

の指定範囲：加入者光ファ

イバ 

【NTT 西日本殿意見】(P4) 

端末系伝送路設備については、電柱等ガイドラインに基づく線

路敷設基盤のオープン化や電柱の新たな添架ポイントの開

放・手続きの簡素化等により、他事業者が自前の加入者回線

を敷設するための環境が整備された結果、他事業者の参入

機会の均等性は確保されており、ＩＰブロードバンド市場におい

ては、アクセス区間においても現に「設備ベースの競争」が進

展しています。現に光ファイバについては、電力会社殿が当社

の約 2 倍の電柱を保有しており、電力系事業者殿は相当量の

設備を保有する等、当社と熾烈な設備競争を展開していま

す。また、ＣＡＴＶ事業者殿も、通信と放送の融合が進む中、電

力会社殿や当社の電柱を利用して自前アクセス回線を敷設

し、過去 6 年間で契約数を 1.5 倍の 2,875 万世帯（平成 19 年 3

月末。再送信のみを含む）に増加させています。 

したがって、端末系伝送路設備については、既に敷設済のメタ

ル回線と、競争下で敷設される光ファイバ等のブロードバンド

回線の規制を区分し、加入者光ファイバについては指定電気

通信設備の対象から除外していただきたいと考えます。 

【意見】 

平成 18 年 9 月 15 日に公表された「IP 化の進展に対応した競争ルー

ルの在り方に関する懇談会」報告書 P21 において、「メタル回線と光フ

ァイバ回線は、①共に利用者から見て代替性の高いブロードバンドサ

ービスの提供に用いられていること、②既存の電柱・管路等といった共

通の線路敷設基盤の上に敷設されていること、③実態として NTT 東西

はメタル回線を光ファイバに更新する際のコスト・手続きの両面におい

て優位性を有していること等に鑑みれば、両者を区別すべき合理的根

拠は見出し難い。従って、現在の仕組みを当面維持することが適当で

あると考えられる」とされ、答申 P14 においても、「メタル回線・光ファイ

バ回線ともに、ボトルネック性があるという点では同一」とされており、

事実、NTT 東西は線路設置基盤等における優位性を活かし、加入者

光ファイバ市場において圧倒的なシェアを有しています。このように、加

入者光ファイバには明らかにボトルネック性が認められることから、引

き続き第一種指定電気通信設備としての指定を継続すべきと考えま

す。 

次世代ネットワークに係る

設備・機能のアンバンドル

及び標準的接続箇所：総

【NTT 東日本殿意見】(P4) 

先述のとおり、これまで積み重ねてきたオープン化の取り組み

により、他事業者が独自にＩＰ通信網を構築できる環境は整っ

【意見】 

既存の電話網においては、接続事業者等の要望によって GC 接続・

ZC 接続等の多様な階梯、地域での接続点が確保された結果、競争が
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対象項目 他社意見 意見 

論 ていることから、当社のＮＧＮをはじめとするＩＰ通信網にボトル

ネック性はないため、指定電気通信設備の対象とすべきでは

ないと考えますが、仮に今回指定電気通信設備として整理せ

ざるを得ない場合には、ＮＧＮの技術や機能は今後様々な変

化・発展の可能性を秘めている中で、接続事業者のネットワー

クについてもその詳細や接続のプロトコルが明らかになってお

らず、具体的なサービス内容も定まっていない現段階におい

ては、サービス展開の自由度を確保し、お客様の利便性を高

める観点から、設備・機能のアンバンドルは必要最小限のも

のとする必要があると考えます。 

進展し、ユーザ利便が向上してきたという歴史があり、これらの経緯を

踏まえれば、答申において、アンバンドルの基本的な考え方として、

「技術的に接続可能なすべての第一種指定電気通信設備上のポイント

における接続が提供されること」とする 1996 年答申の考え方を踏襲す

ることは適切であると考えます。 

上記に基づき、接続事業者が希望した時点で迅速かつ円滑に接続

が開始可能な状況にしておくことこそ、NTT 東西利用部門と接続事業

者間での同等性を確保し、両者間の競争を促進するものであり、結果

として、多様なサービスを生み出すこととなり利用者利便の向上につな

がることから、現時点で可能な限りアンバンドルを行っておく必要があ

ると考えます。 

次世代ネットワークに係る

設備・機能のアンバンドル

及び標準的接続箇所：フレ

ッツサービス（NGN・地域

IP 網）に係る機能のアンバ

ンドル 

【NTT 東日本殿意見】(P4-P6) 

（１）一般収容ルータ接続ルーティング伝送機能、特別収容ル

ータ接続ルーティング伝送機能及び特別中継ルータ接続ルー

ティング伝送機能のアンバンドルについて 

地域ＩＰ網において、平成１３年よりルーティング伝送機能の接

続料を設定していたにもかかわらず、他事業者との接続実績

はなく、また現時点、他事業者から当社に対し具体的な接続

要望もないことから、今回の告示・省令改正においては、アン

バンドル対象から除外し、実需が存在することが明らかになっ

た時点で、アンバンドルの是非を改めて検討することが適当で

あると考えます。 

【意見】 

答申 P24 にもあるとおり、NTT-NGN においては、現時点で直ちに収

容局接続に係る機能をアンバンドルすることが不要と判断するのは適

当でなく、地域 IP 網と同様にアンバンドルをすることが当面必要です。

また、中継局接続についても、答申 P25 にもあるとおり、PSTN から IP

網へとネットワーク構造が変化する中で、NTT 東西以外の IP 網との中

継局接続やＩＰ電話サービス以外での利用形態も増えていくことが想定

されます。 

従って、NTT 東西のフレッツサービス（地域 IP 網・NGN）に係る機能

のアンバンドルは不可欠と考えます。 
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対象項目 他社意見 意見 

 

（２）一般中継ルータ接続ルーティング伝送機能のアンバンド

ルについて 

以下の理由から、今回の告示・省令改正においては、アンバ

ンドル対象から除外し、実需が存在することが明らかになった

時点で、アンバンドルの是非を改めて検討することが適当であ

ると考えます。 

 

【NTT 西日本殿意見】(P5) 

＜フレッツサービスに係る機能のアンバンドル＞ 

他事業者にルーティング伝送機能の利用要望が真にあるとは

考えられないことから、当該他事業者のパブリックコメントの意

見ではなく、具体的な接続要望を待ってアンバンドル／接続料

設定の要否を判断することとしていただくべきであり、他事業

者の実需要等が明らかでない段階で、フレッツサービスに係る

機能をアンバンドルするための接続料規則改正を行うことは

適当でないと考えます。 

 

＜中継局接続に係る機能のアンバンドル＞ 

中継局接続については、他事業者のネットワークの詳細が明

確でなく、標準化も途上であり、そのような状況下で、接続料

を具体的に算定することは現実的に困難であるため、ビルア
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対象項目 他社意見 意見 

ンドキープ方式とする選択肢も含め、基本的には事業者間の

相対により決定すべき事項であり、現時点で事前規制を課す

ことは問題であると考えます。 

次世代ネットワークに係る

設備・機能のアンバンドル

及び標準的接続箇所：IP

電話サービスに係るアン

バンドル 

【NTT 東日本殿意見】(P5) 

以下の理由から、今回の告示・省令改正においては、アンバ

ンドル対象から除外し、現行のひかり電話の接続料の場合と

同様、引き続き、事業者間の協議により相対で接続料を設定

することを認めていただきたいと考えます。 

・現行のひかり電話の接続料は、「接続相手方の事業者が設

定する接続料水準に合せて設定」しており、当社が任意に接

続料を設定しているものではないため、公正競争上の問題は

ないこと。（別紙８） 

・ひかり電話の接続料を事業者均一とした場合、接続事業者

の接続料が当該均一接続料を上回って設定されることも想定

されますが、お互いのネットワークを利用しあうにもかかわら

ずこうした費用負担のバランスが崩れることは、競争中立的で

ないこと。 

・先般、ソフトバンク殿が公表されたグループ内のＩＰ電話と携

帯電話との間のユーザ料金を無料とするプランは、会社間の

接続料を相対で自由に設定可能であることにより提供できる

ものと想定されますが、当社のＮＧＮについて事業者均一の接

続料設定を義務付けられた場合、当社が各携帯電話事業者

【意見】 

答申P27において、「ひかり電話網が第一種指定電気通信設備の指

定対象外であった当時と比較して、0AB～JIP 電話市場の位置付けや

当該市場における NTT 東西のシェアが飛躍的に高まったこと、また、コ

ストに適正利潤を加えた事業者間均一料金で NGN 等を利用可能とな

ることは、これまで以上にサービス競争が活性化することが期待できる

こと等にかんがみれば、必要な措置」とあるとおり、競争の促進・利用

者利便の向上の観点から、NTT 東西における IP 電話サービスに係る

機能のアンバンドルは不可欠なものと考えます。 

また、ソフトバンクモバイルの接続料については、適正に算定の上、

事業者を問わず均一料金を適用しており、公正競争を阻害するもので

はないと考えます。なお、事業者による接続料水準の違いについての

考え方は、平成 20 年 1 月 19 日付弊社意見書（「会計制度の見直し」

に関し、電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令案）を参照

願います。 
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対象項目 他社意見 意見 

との間で同様の新サービスを実現することが困難となり、当社

のＮＧＮユーザの利便性を著しく損なうことになること。 

仮に、本機能をアンバンドルし、事業者均一の接続料設定を

義務付ける場合には、他社接続料の設定如何によって事業

者間の公平性が損なわれる事態が生じないような対応策をあ

わせて検討する必要があると考えます。 

 

【NTT 西日本殿意見】（P6） 

ＩＰ電話サービスに係る機能の接続料について、「ひかり電話

網の接続料は相対取引で決まっているため、相手側事業者に

よって接続料水準が異なっており、公正競争上大きな問題と

なっているとの意見が示されている」こと等を理由に今回新た

にアンバンドルするよう求められていますが、現在のひかり電

話の接続料については、相互補償的な考えに基づき、相手方

事業者が設定する接続料と同水準とすることを基本に、各事

業者と相対で決定しているに過ぎず、当該接続料が相対で決

定されていることが公正競争を阻害するという他事業者の指

摘は具体的に何を問題視されているのか理解いたしかねま

す。 

したがって、現在の接続料の決定方法に拠ることで、公正競

争上の問題が具体的に明らかになるまでの間は、現状の運用

（相対）を継続することとし、具体的な問題が生じた段階でアン
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対象項目 他社意見 意見 

バンドル等について検討することとしていただくべきであり、現

段階で、ＩＰ電話サービスに係る機能をアンバンドルするため

の接続料規則改正を行うことは適当でないと考えます。 

当社としては、むしろ、自社内通話や自社グループ間通話の

利用者料金を無料とするサービスを提供していながら、当社

に対して、他の移動体事業者の網使用料に比して最も高い水

準の網使用料を設定している移動体事業者の方が公正競争

を阻害している可能性が高いと考えます（当該移動体事業者

の公式ホームページによれば、自社内通話や自社グループ間

通話の利用者料金を無料とする一方で、自社以外の携帯電

話などから着信した場合に接続料を頂けるので利益を出すこ

とができると記載されていることに鑑みれば、自社内通話や自

社グループ間通話の赤字を接続事業者が支払う接続料でもっ

て補填されている懸念があります。）。 

次世代ネットワークに係る

設備・機能のアンバンドル

及び標準的接続箇所：イ

ーサネットサービスに係る

アンバンドル 

【NTT 東日本殿意見】(P6) 

今回の告示・省令改正においては、アンバンドル対象から除

外し、実需が存在することが明らかになった時点で、アンバン

ドルの是非を改めて検討することが適当であると考えます。 

 

【NTT 西日本殿意見】(P7) 

他事業者の実需要等が明らかでない段階で、当社のイーササ

ービスに係る機能をアンバンドルするための接続料規則改正

【意見】  

弊社共は、そもそもNTT東西が従来の県域を越えた県間サービスの

提供を行うことは認められるべきではないと考えます。しかしながら、仮

に本サービス提供が活用業務として認可されるのであれば、答申P28

において、「NTT東西は、従来、県内のサービスしか提供できなかった

のに対して、NGNでは、県域を越えた県間サービスに進出することを予

定しており、2008年2月25日、そのために必要なNTT法第2条第5項に

基づく活用業務認可を得た」「NTT東西が、従来の県域を越えた県間の
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対象項目 他社意見 意見 

や標準的接続箇所を追加するための電気通信事業法施行規

則改正を行うことは適当でないと考えます。 

サービスに進出するに際しては、公正競争を担保する措置を取ること

が必要」とあるとおり、NGN上で提供される全サービスにおいて係る機

能をアンバンドルし、かつ少なくとも各県に接続点を設置することは公

正競争を担保する措置として必須であると考えます。具体的には、フレ

ッツサービスにおけるベストエフォート型のISP接続の形態のみならず、

フレッツサービスの利用者に対して提供される帯域制御機能のアンバ

ンドルを行った上で、県（ZC）単位での接続点を設けることが必要と考

えます。 

次世代ネットワークに係る

設備・機能のアンバンドル

及び標準的接続箇所：機

能の段階的発展等への対

応 

【NTT 東日本殿意見】(P7) 

本制度の運用にあたっては、お客様に対し多彩なサービスの

迅速かつ柔軟な提供を可能とする観点から、他事業者による

利用実績がない機能については、迅速にアンバンドル機能の

対象から除外していただく等の対応を行っていただきたいと考

えます。 

【意見】 

接続事業者が希望した時点で迅速かつ円滑に接続が開始可能な状

況にしておくことこそ、NTT 東西利用部門と接続事業者間での同等性

を確保し、両者間の競争を促進するものであり、結果として、多様なサ

ービスを生み出すこととなり利用者利便の向上につながります。従っ

て、他事業者による利用実績がないことを理由に、当該機能をアンバ

ンドルの対象から除外する運用を行うことは不適切であると考えます。 

接続に関する同等性の確

保等 

【NTT 東日本殿意見】(P7) 

今回の告示・省令改正において、イーサネットスイッチ、ＳＩＰサ

ーバ等の機器については、競争的に市場から供給を受けるこ

とが可能であり、また、その開発ペースが速く、機能更改も頻

繁に行われること等を踏まえ、当該設備に係る機能は、網機

能提供計画の届出を要しない機能とすることについて、賛同し

ます。 

【意見】 

電気通信事業法第 36 条の趣旨から、第一種指定電気通信設備に

係る機能について、追加・変更が行われる場合に他事業者との円滑な

接続に影響が及ぶ恐れがあるものに関しては、当該機能のすべてが

網機能提供計画の届出義務の対象とされるべきです。 

従って、イーサネットスイッチに係る機能及び SIP サーバに係る機能

の追加・変更が、他事業者との円滑な接続に影響を及ぼさないというこ
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対象項目 他社意見 意見 

一方、情報開示告示の改正においては、これらの装置に加え

ルータ等の設備について、新たな網機能の提供予定時期の９

０日前にインタフェース仕様等の開示を行うべきとされておりま

すが、以下の観点から、開示時期を明示する必要はなく、これ

までどおり、合理的な時期に開示すれば良いものと考えます。

 

【NTT 西日本殿意見】(P8） 

技術革新のスピードが更に加速していくＩＰ・ブロードバンド分

野において、他事業者がイーサネットスイッチ等の設備を自前

設置して独自サービスを迅速に提供できる一方、当社だけが

イーサネットスイッチ等に係る情報をサービス開始に先立って

開示するよう義務づけられ、サービス開始直前になって高機

能で安価なイーサネットスイッチ等が開発されたため当該イー

サネットスイッチ等に切り替えようとしても、あらためて事前の

情報開示を行わなければサービス開始できないことになるよう

では、当社だけサービス提供が遅れることになるため、極めて

競争中立性を欠くだけでなく、多彩なサービスの迅速かつ柔

軟な提供に著しい支障が生じ、お客様に多大なご不便をおか

けすることになると考えます。 

したがって、当社のイーサネットスィッチ等に係る機能の情報

提供時期の明確化を図るための情報開示告示改正を行うこと

は適当でないと考えます。 

とが確認されない限り、当該機能は網機能提供計画の届出対象とすべ

きであり、電気通信事業法施行規則の改正案における第 24 条の 5 の

第 13 号及び第 14 号は削除すべきと考えます。 
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 15

対象項目 他社意見 意見 

意見募集期間について － 【意見】 

 再意見募集は、事業者等の意見を集約し政策立案に活かすための

制度の一つとして非常に有意義と考えますが、2 週間という今回の再

意見募集期間は、意見内容の検討を行うには短いと考えますので、今

後少なくとも 4 週間の意見募集期間を確保して頂きたいと考えます。 

 

以上 


